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持続可能な地域航空のあり方に関する研究会 
中間とりまとめ（案） 

 
１．地域航空が担う役割の重要性と地域航空の維持を支援する国や地域の制度 
  航空は、我が国の経済産業活動や国民生活を支える基盤であり、広域の地域間

交流を実現させることを通じて、我が国経済の持続的な成長の呼び水となるとと

もに、人口減少・高齢化が進行する地方部においては、地域経済の縮小が懸念さ

れる中、地方創生や観光立国に果たす役割は大きく、その維持・活性化が期待さ

れている。 
とりわけ、離島等人口希薄地域において、小規模な需要に対応して、民間事業

者が多くの場合単独で路線を担っている、いわゆる地域航空については、離島へ

の医師確保、地方ブロック都市での受診機会の確保等、地域の医療の確保をはじ

め、地域間交流などと共に、地域の生活を支えるのに欠かすことのできない公共

性の高い交通手段であることから、安全確保を大前提として、その路線を維持す

ることは極めて重要となっている。 
このため、国や地域は、運航経費や機体購入費等への補助等、これら地域航空

路線の維持を支援する制度を設け、対策を講じてきている。 
 
２．地域航空を取り巻く状況の厳しさ（現状認識） 

低迷が続いていた国内航空需要については、本邦ＬＣＣの運航開始等を契機に、

大都市圏空港や幹線空港の路線を中心に大幅な回復傾向にあるが、離島路線を含

む地方航空路線は依然低迷が続いている。 
特に、いわゆる地域航空を担う地域航空会社（注）は、零細な経営基盤であるた

め、地元自治体が出資して支えざるを得ない社も少なくない。また、地域におけ

る人口減少、高齢化、都市部への人口集中の深刻化を背景に、その経営環境は厳

しくなる一方である。更に、保有機材も少ないため、スケールメリットが働かず、

固定費の負担が大きくなるほか、機材故障等の際は長期の運休・減便に直結する

リスクを常に抱えるなど、経営の安定や利用者利便の観点からも課題が多い。 
このような環境の中、地域航空会社は、人件費等コストの削減をはじめとして

様々な自助努力を重ねているものの、大手航空会社と比べ、高いコスト構造（少

座席数・近距離運航に由来する高いユニットコスト（座席・距離あたりのコスト））、

低い収益力、人員不足、保有機材の少なさ等に鑑みると、国や地域の補助金に依

拠せざるを得ない状況下で安全運航の確保を大前提として考えた場合、個々の会

社単独での努力による対応は既に限界にあると言っても過言ではない。 
（注）地域航空会社とは、主に 30～70 席程度の小型機（ターボプロップ機）により、離島

その他の地方航空路線の運航に従事する会社をいう。 

資料１－２ 
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３．地域航空を持続可能にするための協業の必然性 

前述のとおり、いわゆる地域航空の路線のほとんどは、運航会社が一社のみの、

いわゆるシングルトラックである。これは、その路線の需要が本来的に小規模で

あることから、収益性を根拠とした航空会社間の競争が成立しないためである。 
主に 100 席を超えるジェット機を使用する大手航空会社が、これらの路線の担

い手となることには、需給両面においてミスマッチや非効率性が発生する問題が

見受けられる。また、幹線を中心とした大規模需要路線の競争激化といった近年

の環境変化を踏まえると、これまでのように小規模需要の地方航空路線の維持を

大規模需要路線の収益を元にした内部補助に頼ることにも限界があるとも見ら

れる。 
  更に、地域航空の路線は、距離が短く少座席数の機材で運航されるため、ユニ

ットコストが相対的に高くなることに加え、その担い手である各地域航空会社は、

保有機材の数が少なく、一括購入による割引を受けられないため、１機あたりの

購入費が高く、また、乗員・整備士の養成、予備部品の配備、管理体制の構築等

に要する費用の全体の費用に対する割合が相対的に高くなり、経営の大きな負担

となっている。 
同様に、現在、各地域航空会社の営業・販売促進体制は、コスト低減を極限ま

で進めた結果、非常に少人数とせざるを得ず、収入・需要拡大のための活動も限

定的なものとなっている。 
このような状況において、持続可能な地域航空の実現のために、各地域航空会

社単独では実現が困難な更なる費用低減及び収益性向上を可能とすべく、各社間

で協業を行うことは必然と言える。 
加えて、経営基盤が弱い各地域航空会社は、保有機材や乗員等人員を必要最低

限とせざるを得ないことから、災害時や、機材故障・乗員の急病等のトラブル発

生時における長期の運休・減便等のリスクを常に抱えている。こうしたリスクを

緩和・低減・回避するためにも、会社間の協業は有効であり、かつ地域航空の厳

しい状況を踏まえれば必然と言える。 
このように、地域航空を持続可能にするためには、航空会社間において、競争

という次元ではなく、協業を行うことが必然と言える。 
 

４．現在取り組まれている協業の限界 
  現在取り組まれている航空会社間の協業には、コードシェアによる販売協力、

機材の共通化・統一化の下での会社間の整備業務の受委託及び機材更新時の各種
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支援、DHC8 シリーズ等同種機材を保有する会社間での部品の融通等の取組があ

るが、いずれも大手航空会社系列内にとどまったものである。 
系列の壁を超えた他系列の航空会社との協業の取組は、未経験の領域が多くほ

とんど見受けられない。 
これまで行われた系列の壁を超えた協業の例としては、DHC8 シリーズ機を保

有する JAC、AMX、ORC、AKX 等の間での予備部品の融通（相互借用）の実績

がある。しかし、AMX・JAC の ATR 機への更新や、多くの部品が融通可能であ

った DHC8－100～300 機が各社で随時退役する予定であるため、そのメリット

が失われるなど、これ自体は系列内での他の協業例と比べて継続性がなく、対症

療法的である。 
  また、地域航空の路線には、系列ごとの棲み分けが見られ、コードシェア等に

よる大手航空会社の送客も系列内で閉じており、その効果も限定的である。 
  このように、個別の地域航空会社間あるいは地域航空会社と大手航空会社の間

での協業は、既に様々取り組まれているものの、これらの取組を通じてもなお、

地域航空の厳しい状況が依然続いていることを踏まえると、これらの協業の取組

だけでは効果が不十分であると見られ、限界があると認めざるを得ない。 
 
５．協業促進に対する国や地域の制度の整合性 
  現在、国の技術規制については、安全確保を大前提としつつ、系列を超えた航

空会社間でも運航業務や整備業務の受委託といった協業が促進されるよう、協業

する場合の要件を緩和してきている。しかし、一部業務の受委託については、同

一の系列会社間での実施が要件とされている。また、例えば運航乗務員（パイロ

ット）に係る業務の受委託については、要件は緩和されているものの、各社ごと

に手順・役割分担が異なっていることやセニョリティの問題等により実績がない。

類似規程事業者に関する制度については、元々同一の系列会社間での移籍や出向

を想定した制度であるため、系列を超えた会社間での類似規程事業者の指定が進

んでいない状況が見受けられる。 
  また、航空機購入費補助等、現行の国の地域航空を支援する制度は、予算が限

られる中、バス、航路等他の交通手段との関係も鑑み、ナショナルミニマムの観

点から離島路線の赤字補填を対象とした限定的なものである。このため、購入費

補助を受けた航空機を共通事業機化した場合、その共同使用は原則離島路線に限

定される。 
  このように、航空会社間の協業促進に有効な、共通事業機化や運航・整備業務

の受委託、類似規定事業者に関する制度等について、より実効的・実用的となる

余地が見受けられる状況を踏まえ、費用削減等地域航空の維持・確保のベースを
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支えるという目的及び協業促進という方向性と照らして、国の技術規制や、地域

航空の維持を支援する国や地域の制度について、改善等更なる対応の可能性につ

いて検討していくことが必要である。 
 
６．地域航空を取り巻く状況の更なる厳しさ（将来認識） 

地域における人口減少、高齢化等、現在の地域航空を取り巻く状況の厳しさは、

更に一層深刻になることが想定される。 
これとは別に、地域航空会社が使用する機材については、これまでその主流で

あった SAAB340B 機（36 人乗り）や DHC8－100～200 機（39 人乗り）等が製

造終了となり、新型機は世界的に見て、これより座席数が 10 席程度多い ATR42
機（48 人乗り）位しか見受けられない状況となっており、重量が重くなるなど、

旧型機材と比べ大型化し運航コスト等が増大する問題を抱えている。 
このような中、地域航空会社の保有する機材は、更新の時期を今後順次迎える

ことになるが、現状においてさえ、国や地域の補助金に頼らず更新を行うことが

ほぼ不可能なことに加え、製造メーカーの異なる機材に対応した整備体制や、乗

員・整備士等の人員体制の構築も併せて行わなければならず、非常に厳しい状況

になることが想定される。 
また、国や地域の財政状況も年々厳しくなる中、こうした地域航空会社の今後

の経営について公的な資金による補助金等に依存することのみで対応すること

には限界があると想定される。 
加えて、今後我が国の航空業界全体としてパイロット不足等が懸念される中、

とりわけ地域航空会社においては、脆弱な経営基盤、知名度の低さ、機材がター

ボプロップ機に限定される等の事情から、乗員、整備士等の人材不足が更に深刻

化することも懸念される。 
このような状況下、医療等地域の生活を支える重要な役割を担っている地域航

空の維持に対して、地元自治体、地域航空会社、大手航空会社及び国は、共通の

危機感を持っている。 
 
７．地域航空を取り巻く厳しい状況を打開させるための抜本的な対策の必要性 

上記２．～４．を踏まえれば、６．のように今後ますます厳しくなると見られ

る地域航空の逼迫した状況を打開、改善させるためには、現在の担い手のあり方

を前提とした更なる協業だけではなく、協業を更に一層深化させ、大手航空会社

の系列を超えて、スケールメリット等を大きく発揮することが期待される、更に

踏み込んだ抜本的な対策が必要である。 
そして、抜本的な対策により、スケールメリット等を通じた費用低減・収益力
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向上効果を享受し経営改善を図り、安全確保を大前提として、安易に補助金等に

頼らない持続可能な地域航空の実現を図っていくべきである。 
 
 
８．個社・系列・地域を超えた協業のメリットの発揮に向けて 

持続可能な地域航空の実現に向け、個社・系列・地域を超えた協業によるメリ

ットとしては、費用削減につながることが期待される機材の統一化・共通化・共

同保有化、人員の融通、運航や整備等業務の共同化、そして収入・需要拡大につ

ながることが期待される大手両社との接続（販路拡大など）などが考えられる。 
また、機材の共通化・共同保有化は、少数の機材しかない地域航空会社が抱え

る、定期整備中の運休・減便、災害時や故障時等における長期運休・減便等リス

クの緩和・低減・回避にもつながることが期待される。 
一方、これらの実現には個社間の調整が不可避であるものの、地元自治体の出

資も受けている各地域航空会社では、個社及び各地域のメリットを最優先に検討

せざるを得ないため、それらを踏まえて機材戦略や協業の範囲等を決定せざるを

得ない状況にある。 
さらに、４．に記したように、個社・大手航空会社系列・地域といった単位を

前提とした協業の効果にも限界がある。 
仮に、その前提となる機材の共通化・共同保有化等が困難となれば、スケール

メリット等を大きく発揮することが期待される協業の効果が極大化しないと考

えられることから、持続可能な地域航空の実現に向けて、機材や部品の共通化・

共同保有化、乗員・整備士等人員の融通、運航や整備等業務の共同化といった施

策について、個社・大手航空会社系列・地域という単位を超えた検討を可能とす

るための仕組みが必要である。 
このため、個社・大手航空会社系列・地域を超えた協業を促進させるための抜

本的な対策として、費用削減につながることが期待される機材や部品の共通化や

共同保有化、乗員・整備士等人員の融通、運航や整備等業務の共同化、収入・需

要拡大につながることが期待される大手両社との接続、更には、このような共同

化等で得られることが期待されるメリットを極大化するための個社・大手航空会

社系列・地域という単位を超えた検討を可能とするための仕組みについて、地域

航空の担い手である地域航空会社の統合や合併等といった組織のあり方も選択

肢の一つとして含め、あらゆる選択肢を検討していくことが必要である。 
 
９．抜本的な対策の検討・実施 

持続可能な地域航空の実現に向けた抜本的な対策については、協業促進に直接
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は関係しない施策も含め地域航空の維持・確保のために必要と考えられる『地域

航空の維持・確保のベース』を支える対策と、上記３、７、８．で指摘のとおり、

地域航空の厳しい状況を打開させるために必然とされる『個社・大手航空会社系

列・地域を超えた協業』を促進させるための対策とに分類される。 
更に、地域航空の逼迫した状況と各協業の実現に向けた個別の課題を踏まえれ

ば、それぞれの対策については、『可能な限り早期に実行に移していくもの』と、

『今後も検討を継続し、結論を得次第、可能な限り速やかに実行に移していくも

の』と時間軸を分けて整理し、検討、実施すべきである。 
前者として、協業を促進させるための施策を中心に、各地域航空会社の収入拡

大・費用軽減・人員確保等の観点から、航空会社、国、地域が取りかかることが

できるものは、可能な限り早期に実行に移していくべきである。（別添参照） 
また後者として、個社・大手航空会社系列・地域を超えた協業のスケールメリ

ット等の極大化の観点から有効と考えられる、費用削減につながることが期待さ

れる機材の共通化や共同保有化、人員の融通、運航や整備等業務の共同化、収入・

需要拡大につながることが期待される大手両社とのコードシェア、更には、地域

航空の担い手の統合や合併等といった組織のあり方についても選択肢の一つと

して併せて、あらゆる選択肢について今後も当研究会において検討を継続し、結

論を得次第、可能な限り速やかに実行に移していく必要がある。 
併せて、こうした施策について、航空会社のみならず、国、地域においても、

これらを促進させるための具体的対策として、制度面での更なる対応等について

検討し、結論を得次第、可能な限り速やかに実行に移していく必要がある。 
そして、これらの具体的対策については、地域航空の逼迫した状況を踏まえ、

スピード感をもって検討していくことが必要である。（別添参照）    
なお、新たな者によって地域航空が担われることとなる場合には、持続可能な

地域航空という観点から、航空会社や地元自治体にとって、現行路線が維持され

ることが最優先である中で、規模拡大に伴い現行のように地域航空会社と地域が

連携できるかといった懸念も存在する。また、これまで現行路線が維持されてき

たのは各地域航空会社と地域等の努力の結果であることから、地元自治体には現

在の地域航空会社に対する心情的な想いも存在する。更に、各社の企業風土や労

働環境等の違いも存在する。 
このため、地域航空の担い手のあり方については、各社の意向や地元自治体の

意向も踏まえつつ検討することが必要であるとともに、また持続可能という観点

から、その収益性の確保についても検討が必要である。 
 

以上 


